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日本政策金融公庫（略称：日本公庫）国民生活事業と一般社団法人 全国コミュニティ財団協

会は、地域社会の課題解決に取り組むソーシャルビジネスを営む事業者を支援するために、7

月 1 日付で連携を開始しました。 

全国コミュニティ財団協会が、ソーシャルビジネス支援に関して金融機関と連携するのは、全

国初となります。 

 

日本公庫では、これまで、ソーシャルビジネス専用の融資制度を創設し、ソーシャルビジネス

を営む事業者を資金面から支援してきたほか、地方公共団体や NPO 支援機関等と連携した経

営支援セミナーを開催するなど、情報面の支援にも取り組んできました。 

 

また、同協会の加盟団体であるコミュニティ財団（注）は、市民からの寄付を原資として、NPO

等の社会的企業への助成や組織基盤強化に向けた経営支援等を行っており、同協会では、こ

れらのコミュニティ財団相互の連携促進やコミュニティ財団に関する情報発信に取り組んできま

した。 

 

両機関が連携することにより、日本公庫が有する政策金融機能とコミュニティ財団が有する寄

付金等の仲介機能との相乗効果が発揮され、ソーシャルビジネスを営む事業者の経営課題の

解決を多面的に支援することができます。 

 

今後、全国コミュニティ財団協会の加盟団体と日本公庫の各支店が、地域ごとに連携してソ

ーシャルビジネス支援を行うことで、社会的課題の解決を促進し、地域活性化に貢献してまいり

ます。 

 
（注）地域の諸課題の解決に取り組む事業等に対して、寄付金等を仲介・提供することで、住民の暮らしの質の向上    

   に貢献する組織。基金等を設置・運用して、寄付者の意向を反映した資金を提供するほか、事業者等の組織基 

   盤強化のために、事業計画策定、会計処理、ボランティア・マネジメント等の支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国コミュニティ財団協会とソーシャルビジネス支援に関する 

連携を開始 

ニュースリリース 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設立年月 平成 26 年 6 月 

所在地 東京都港区高輪 2-14-17 グレイス高輪ビル 8F  品川ビジネスセンター内 

代表者 深尾 昌峰（公益財団法人 京都地域創造基金 理事長） 

加盟団体 

名称 所在地 

公益財団法人 地域創造基金さなぶり 宮城県仙台市青葉区大町 1-2-23 桜大町ビル 303 

NPO 法人 うつくしまＮＰＯネットワーク 福島県郡山市小原田 2-19-19 

認定 NPO法人 茨城 NPOセンター・コモンズ 茨城県水戸市梅香 2-1-39 茨城県労働福祉会館 2階 

認定 NPO法人 長野県みらい基金 
長野県長野市大字南長野字幅下 692-2 長野県庁東庁舎 

1 階 

公益財団法人 ちばのＷＡ地域づくり基金 千葉県千葉市美浜区真砂 5-21-12 

公益財団法人 あいちコミュニティ財団 
愛知県名古屋市東区代官町 39-18 日本陶磁器センター 

ビル 5階 5-D 号室  

公益財団法人 ささえあいのまち創造基金 三重県四日市市萱生町 1200 四日市大学 9401 

公益財団法人 京都地域創造基金 京都府京都市上京区河原町通丸太町上る出水町 284 番地  

公益財団法人 ひょうごコミュニティ財団 兵庫県神戸市中央区元町通 6-7-9 秋毎ビル 3階 

公益財団法人 わかやま地元力応援基金 和歌山県和歌山市美園町 5-6-12 

公益財団法人 みんなでつくる財団おかやま 
岡山県岡山市北区南方 2-13-1 きらめきプラザ 2階  

ゆうあいセンター内 

公益財団法人 佐賀未来創造基金 佐賀県佐賀市唐人 2-5-12 TOJIN 茶屋 3F 

公益財団法人 みらいファンド沖縄 沖縄県那覇市首里池端町 34 2F タイフーン fm 内 

 

一般社団法人 全国コミュニティ財団協会の概要 

ソーシャルビジネス支援に関する連携イメージ図 

全国コミュニティ財団協会
（加盟するコミュニティ財団等）

ソーシャルビジネス（ＳＢ）

日本公庫 国民生活事業

業務連携

両機関が連携して経営課題の解決を支援

（１）両機関が連携した資金支援

（２）専門的な相談について、相互の機関を紹介

（３）両機関のセミナー等へ講師を相互に派遣

相談
（借入等）

相談
（資金援助等）

融資・情報
提供等

資金助成・
事業計画
策定支援等


